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〒950-0982 新潟市中央区堀之内南2-19-14 和合ビル2F
（駐車場多数完備：快活倶楽部さまのあるビルの2F かつやさまのある駐車場です）

TEL０２５-２５６-８３７３ FAX０２５-２５６-８３７４ hk3330@sky.plala.or.jp

社会保険労務士法人

西山経営労務事務所

賃金を診る 経営を診る
中小企業の実在賃金の水準の決め方

中途入社の方の賃金・給与水準表の作成
経営内容に沿った「賃金表」・賃金規程・就業規則

新潟市中央区学校町通2番町598番地32

インターネットセミナー・オンデマンド

インターネットでセミナー映像（一般経営、労務、経理、人材育成、パソコン研修）
がインターネット環境があれば何時でも何処でも好きなだけ視聴することができる
サービスです。

新潟商工会議所
ホームページへ
アクセス

バナーをクリック
ID・パスワードを
入力してログイン

会員
限定

ID・パスワードが
ご 不明の場 合は
こちらから再発行
できます▶

650タイトル以上のセミナーが無料でご覧いただけます。

今月のおすすめ 【お問合せ】　中小企業振興部　TEL 025-290-4212（直通）

\ 従業員の方々も!! /
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新潟市の教育ビジョンについて意見交換
～まちづくり委員会（阿部正喜委員長）～

１月28日（参加者12名）

新潟市次期総合計画の策定状況について
～政策委員会(柴山圭一委員長)～

２月９日（参加者11名）

　2023年度から2030年度までを計画期間とする「新潟
市次期総合計画」について、三富 健二郎政策企画部長か
ら現在の策定状況や方向性等について説明を受けました。
　三富部長は、人口減少問題に対応するため、子育て
環境の充実や企業誘致に積極的に取り組んでいくとした
ほか、SDGsを踏まえた計画策定を行うことで、持続可
能なまちづくりを進めていくと説明しました。委員からは、

「人口の年齢バランスが重要である」、「賃金増はもちろん、
現代の学生が重視
している働きやす
さについても同時
に取り組むべき」
等の意見が寄せら
れました。

　「まちづくり」は『人づくり』が大事な要素であり、シビッ
クプライド等の醸成が人口流出の抑制にも繋がるという
観点から、デジタル教育も含めた新潟市教育ビジョン
等について学ぶため、新潟市教育委員会教育長の井崎 
規之 氏を迎えて委員会を開催しました。
　井崎氏は、「端末を活用した授業を通して“たくましく
生き抜く力”を育成している。これからも『目標を設定
して、責任あ
る行動をとる
能力』を身に
つける教育を
推進していき
たい」と説明
しました。

AIに負けない人財を育てるには？
～金融業部会（殖栗道郎部会長）教育福祉医療部会（渡邉毅部会長）合同講演会～

２月25日（参加者124名）
　「AIに負けない人財を育てる〜Society 5.0時代に
どんなスキルが必要なのか？〜」と題して、国立情報
学研究所社会共有知研究センター センター長・教授
の新井 紀子 氏を講師にオンラインによる講演会を開
催しました。
　新井氏は、ご自身が手掛けた「リーディングスキル
テスト」を紹介し、燕市での取組等も交えながら、「企
業の将来を担う大切な人財を育てていくため、何より
も『読解力』が大切である。そのために、上司は、
OJT等を通じて文章や言語表現を都度チェックし、
褒めながら伸ばしていくこと等が大切である」としました。

　お取引先、関連会社などでご入会
いただいていない事業所がございま
したら、是非、ご紹介くださいます
ようお願いいたします。

会員の皆様と共に地域経済の発展を！

ご紹介ください！
おひとり一社

会員紹介の
ご連絡は
こちらから
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新規の参加歓迎！異業種交流会を開催
～令和３年度第４回ビジネス情報交換会～

２月15日（参加者26名）
　ビジネス情報交換会では、参加者同士が自社の技術・
製品・サービスについての情報を交換することで、よ
り直接的にビジネスチャンスの拡大に繋げていただい
ております。
　参加者は１人１分のプレゼンテーションタイムの後、
グループ別に分かれ、積極的に自社のPRを行いました。
終了後の参加者アンケートでは、「多数の企業との名刺
交換と商談までつなげることができて魅力的な会で
あった」という意見がありました。また、新規参加の
方から「様々な方と意見交換ができて有意義な時間だっ
た。もっと早く参加していればよかった」との声が聞
かれました。
　来年も定期的に開催する予定です。新規の方もお気
軽にご参加ください!!

自然災害・感染症などによる事業停止への備えはできていますか？
～事業継続力強化計画作成セミナー～

１月27日（参加者61名）

2022年賃金改定をめぐる諸情勢と県内諸統計の解説
～賃金説明会（主催：当所、新潟市雇用促進協議会）～

２月17日（参加者36名）

　賃金改定等について、次の４テーマの説明がありました。
①当所「賃金改定に関する経営者意識調査結果（速報）」（回
収率41.4％）　②新潟市 経済部 雇用政策課「事業所向け
支援制度のご案内」　③新潟公共職業安定所 しごと館「最
近の雇用失業情勢について」　④武田中小企業診断士・
社会保険労務士事務所 代表 武田 浩昭 氏「2022年賃金
改定をめぐる主な課題」
　その中で、賃金改定
については、雇用確保・
定着を見据えて引き上
げ傾向にあると説明が
ありました。

　東京海上日動火災保険㈱広域法人部次長中村 郁也 
氏を講師に迎え、「自然災害・感染症などによる事業停
止の備えはできていますか？」と題して事業継続力強化
計画作成セミナーを開催しました。
　「事業継続力強化計画」は、「事業継続計画（BCP）」の
基礎となる、平時の備えと有事の初動対応について定
めるもので、緊急事態に直面しても企業が生き抜くた
めの準備として重要です。
　セミナーでは、計画を作成して国の認定を受けること
で得られる税制上のメリットや、計画を作成する際の心
構えやポイントを解説しました。
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事業継続・雇用を後押しする税制措置
　①商業地等に係る固定資産税の負担軽減措置
　　　 令和４年度に限り、地価が上昇した商業地等に

ついて、前年度の課税標準額への上乗せ分を
　　 　評価額×2.5%（現行：評価額×５％）とし、

固定資産税額の上昇分を半減

　②交際費課税特例の２年延長
　　　・飲食費の50％まで損金算入できる特例措置
　　　　（中小企業・大企業（資本金の額が100億円以下）が対象）
　　　・交際費※を800万円までは全額損金算入できる特例措置　※飲食費や贈答品の費用等
　　　　（中小企業のみ）

円滑な事業承継の実現に資する税制
　①事業承継税制の特例承継計画に係る提出期限の延長（2023年３月末→2024年３月末へ延長）

　　　 法人版事業承継税制（特例措置）適用の前提となる特例承継計画の提出期限を2024年３月
まで延長

デジタル化に対応した納税環境整備
　①改正電子帳簿保存法のおける電子保存義務化の２年猶予
　　　（2022年１月１日施行→2024年１月１日に実質先送り）

2022年１月施行の改正電子帳簿保存法に盛り込まれている、電子データで受
け取った請求書や領収書等の電子保存の義務化について２年間の猶予を実施
これにより、2023年12月31日までは従前通りの保存が可能に

今月の特集

令和４年度 税制が改正されます①
令和３年２月10日に「令和４年度与党税制改正大網」が決定しました。主な
改正項目は以下の通りです。（商工会議所要望が反映された主な改正項目を掲
載しています。）

日本商工会議所・新潟商工会議所

商業地等における税額の動きのイメージ↑


